
 

土地売買契約書 

 

  ※個々の状況に応じて、条項が異なることがあります。 

 

売渡人名古屋港管理組合（以下「甲」という。）と買受人〇〇〇〇〇（以下「乙」

という。）とは、「新宝緑地運動公園跡地売却募集要項」（以下「募集要項」という。）に基

づき、次の条項により土地売買契約を締結する。 

（本件土地及び契約の目的） 

第１条 甲は、乙に対して次に掲げる土地（土地の定着物を含む。以下「本件土地」

という。）を現状のまま売り渡すものとする。  

 （１）所 在 地      愛知県東海市新宝町５０７－５７ 

 （２）面  積  ７３，７５０．７７㎡（契約書添付図面による。） 

 （３）図  面  契約書添付図面のとおり 

２ 甲及び乙は、前項の面積をもって本件土地の確定面積とし、実測面積との間に差異が

生じても互いに何ら異議申立てをすることができないものとする。 

３ この契約は、乙が本件土地上に募集要項に基づき提出された提案書（以下「提案書」

という。）に基づく施設を建設し、○○○○事業の用に供することを、その目的とする。 

４ 本件土地は、公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）に基づいて埋め立てられた

土地であり、将来地盤沈下等の地盤の変動が生じる可能性があることについて、乙はそ

の事実を確認する。 

５ 本件土地は、地役権の負担がついた土地であり、乙は、甲が有する当該地役権者との

承役地たる地位を承継することを確認する。 

（本件土地の使用目的） 

第２条 乙は、本件土地を前条第３項の事業の用に供し、この目的以外の目的には使用で

きないものとする。 

 （売買代金及び納付方法） 

第３条 本件土地の売買代金（以下「売買代金」という。）は、金〇〇〇, 〇〇〇, 〇〇

〇円とする。 

２ 乙は、売買代金を甲の発行する納入通知書により、この契約の締結の日の翌日から起

算して３０日以内に甲に納付しなければならない。ただし、当該納付期日が名古屋港管

理組合の休日を定める条例（平成３年名古屋港管理組合条例第７号）第２条第１項に規

定する休日に当たるときは、当該休日の翌日をもって当該納付期日とみなす。 

 （遅延利息） 

第４条 乙は、売買代金の全部又は一部を納付期日までに納付しないときは、当該金額に
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対し、当該納付期日の翌日から納付する日までの日数に応じ年１４．６パーセントの割

合で計算した遅延利息を当該納付期日に納付すべき金額と同時に甲に納付しなければな

らない。 

 （本件土地等の引渡し及び所有権の移転） 

第５条 甲は、乙が売買代金又は売買代金及び遅延利息（前条の場合に限る。）を完納し

たことを確認した後に、甲の発行する引渡書の交付により、本件土地並びに本件土地に

定着する甲所有の舗装、側溝、フェンス、縁石、埋設管等の工作物及び樹木（以下「舗装

等」という。）を乙に引き渡すものとする。 

２ 甲は、前項に規定する引渡しと同時に、本件土地及び舗装等の所有権を乙に移転する

ものとする。 

（登記） 

第６条 本件土地の所有権移転登記（以下「所有権移転登記」という。）は、乙が前条の規

定により所有権を取得した後、甲及び乙が相互に協力して速やかに行うものとする。  

（契約不適合責任及び危険負担） 

第７条 甲は、この契約に関して一切の契約不適合責任を負わないものとし、乙は、引き

渡した本件土地及び舗装等について、種類、品質又は数量に関してこの契約の内容に適

合しない事実があった場合においても、履行の追完請求、売買代金の減額請求、損害賠

償の請求及び契約の解除をすることができないものとする。 

２ この契約の締結の日以降、本件土地及び舗装等の所有権移転の前に、これらが甲の責

めに帰することができない理由により滅失し、又はき損した場合は、その損失は、乙の

負担とする。 

（土壌汚染） 

第８条 本件土地において、土壌調査又は汚染拡散防止措置等が必要となったときは、

当該調査又は汚染拡散防止措置等に要する費用は乙の負担とする。 

（施設建設の義務等） 

第９条 乙は、提案書に記載する工期内に当該計画に係る施設を本件土地内に建設し、事

業を開始しなければならない。  

２ 乙は、提案書に係る施設が建設されるまでの間において、経済事情の著しい変化その

他やむを得ない事情のため提案書を著しく変更する必要が生じたときは、あらかじめ甲の

書面による同意を得なければならない。 

３ 乙は、この契約の締結の日から１０年間（前項の規定により、提案書に記載する工期

の延長の同意を得た場合は、当該同意の日から更に１０年間とする。次条、第１２条、

第１４条及び第１７条において同じ。）は、本件土地内に工作物を設置しようとするとき

は、あらかじめ甲の書面による同意を得なければならない。 

（本件土地の譲渡、使用等の制限） 

第１０条 乙は、あらかじめ甲の書面による同意を得なければ、この契約の締結の日から



１０年間は、本件土地を第三者に譲渡し、使用させ、又は本件土地に地上権、質権、使

用貸借による権利若しくは賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定しては

ならない。 

 （本件土地の買戻し） 

第１１条 甲は、乙が第９条第１項（同条第２項の規定により提案書を変更した場合は、

当該変更後の提案書に基づく同条第１項）及び同条第３項並びに前条の規定に違反した

ときは、売買代金の返還をもって、この契約の締結の日から１０年間は、本件土地を買

い戻すことができる。ただし、この契約に要した費用、本件土地に投じた必要費及び有

益費等乙の負担した一切の費用は償還しないものとする。 

２ 前項に定める買戻し特約の登記（以下「買戻し特約登記」という。）は、所有権移転登

記と同時に行う。 

３ 次条第２項から第１１項までの規定（第８項を除く。）は、第１項に定める本件土地の

買戻しについて準用する。 

 （契約の解除等） 

第１２条 甲は、乙が次のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

ただし、第８号から第１２号までの規定に基づく契約の解除については、この契約の締

結の日から１０年間とする。 

⑴ 役員等に暴力団員等（暴力団の構成員及び暴力団と関係を持ちながら、その組織

の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。以下同じ）がいるとき。 

⑵ 暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

⑶ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若

しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしているとき。 

⑷ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは

運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているとき。 

⑸ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

しているとき。 

⑹ 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りなが

ら、これを利用するなどしているとき。 

⑺ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等から、本組合が行う契約等において

妨害（不法な行為等で、契約等履行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭

の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれ

を要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認めら

れないものをいう。）を受けたことを認識していたにもかかわらず、甲への報告又は

警察への被害届の提出を故意に又は正当な理由がなく行わなかったとき。 

⑻ 乙が募集要項に定める条件等に違反することが判明したとき。 



⑼ 乙に対する破産手続、特別清算、会社更生手続又は民事再生手続の開始の申立て

があったとき。 

⑽ 滞納処分を受けたとき。 

⑾ 第２条、第９条第１項（同条第２項の規定により提案書を変更した場合は、当該

変更後の提案書に基づく同条第１項）及び同条第３項並びに第１０条に違反したと

き。 

⑿ 前各号のほか乙がこの契約を履行しないとき、又は履行する見込みがないとき。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、売買代金の２０パーセントに

当たる金〇〇〇, 〇〇〇, 〇〇円を違約金として甲に支払わなければならない。 

３ 前項の違約金は、損害賠償の予定又はその一部とみなすものとする。 

４ 乙は、第１項の規定に基づくこの契約の解除により甲に第２項に規定する違約金の額

を超える損害があったときは、その損害を賠償しなければならない。 

５ 乙は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、本件土地の引渡しの日から

契約解除の日までの期間の日数に応じ、売買代金の額に年４．８パーセントの割合を乗

じて計算した金額を、使用料相当額として甲に支払わなければならない。 

６ 甲は、第１項の規定に基づくこの契約の解除により乙に損害が生じても、その責めを

負わないものとする。 

７ 乙は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、自己の負担により甲が指定

する期日までに本件土地を原形に復し、かつ、第三者の進入を防止する柵の設置等本件

土地の保全措置を施した上で甲に明け渡すものとする。この場合において、乙が本件土

地を原形に復さないとき、又は本件土地の保全措置を施さないときは、乙の負担におい

て甲がこれを原形に復し、又は本件土地の保全措置を施すことができる。 

８ 乙は、この契約の解除があった場合、既納の売買代金の返還を請求することができる。

ただし、その利息を請求することはできない。 

９ 甲は、前項による返還金その他の乙に支払うべき金銭債務を負う場合は、当該金銭債

務と違約金、損害賠償金、原形復旧費、本件土地保全費その他の乙が甲に支払うべき金

銭債務とを対当額で相殺するものとする。 

１０ 甲は、前項により相殺した後においても、乙に支払うべき金銭債務に残額があると

きは、その残額を返還するものとする。ただし、この残額には利息をつけない。 

１１ 乙は、第９項により相殺がなされた後においても、甲に支払うべき金銭債務につき

残額があるときは、甲の指定する期日までにこの残額を支払うものとし、当該納付期日

までに支払わない場合には、甲は、当該期日の翌日から納付する日までの日数に応じ年

１４．６パーセントの割合で計算した遅延利息をつけるものとする。 

 （公害の防止及び善管注意義務） 

第１３条 乙は、提案書に基づく施設の建設又は事業の開始により発生する騒音、振動、

粉塵、煤煙、臭気、排水等（以下「騒音等」という。）については、公害に関する法令、



条例、規則等を遵守し、必要な公害防止施設を整備する等自己の責任及び費用負担にお

いて地域住民等に被害を及ぼさないよう、万全の措置を講じなければならない。 

２ 前項の措置を行ってもなお、騒音等が発生したとき若しくはそのおそれがあるとき、

関係地方公共団体の指導、注意等があったとき又は地域住民等から苦情があったときは、

乙は、直ちに誠意をもってこれらに対処し、必要な措置を講じなければならない。 

３ 乙は、本件土地を善良な管理者の注意をもって維持し、環境の保全に努めるとともに、

公共の危険を生じないよう十分に注意を払い、これを防止するために必要な措置を講じ

なければならない。 

 （実地調査） 

第１４条 甲はこの契約の締結の日から１０年間はこの契約に伴う乙の履行状況を確認す

るため任意に実地調査を行うことができるものとし、乙は甲の実地調査に協力するもの

とする。 

２ 乙は、正当な理由なく前項の調査を拒み、妨げ、又は忌避してはならない。 

（公共施設等の建設等に伴う乙の協力） 

第１５条 乙は、本件土地周辺で甲が行う公共施設及び公益施設の建設等に協力するもの

とする。 

（港湾行政への乙の協力） 

第１６条 甲は、甲の行う埋立造成事業、港湾の維持管理その他公共事業のために必要な

ときは、乙の同意を得て、本件土地を無償で使用することができるものとする。 

 （乙の通知義務） 

第１７条 乙は、この契約の締結の日から１０年間を経過するまでの間において、乙が次

のいずれかに該当したときは、甲に対し、直ちにその旨を通知しなければならない。 

⑴  代表者、商号、住所等の変更があったとき。 

⑵  解散し、合併し、又は営業の全部若しくは重要な一部を譲渡若しくは休廃止した

とき。 

⑶  強制執行、仮差押え、仮処分又は競売の申立てを受けたとき。 

⑷  破産手続、特別清算、会社更生手続又は民事再生手続の開始の申立てがあったと

き。 

⑸  滞納処分を受けたとき。 

（有益費等償還請求権の放棄） 

第１８条 乙は、この契約が解除された場合において、本件土地に投じた有益費、必要費

その他の費用があっても、これを甲に請求できないものとする。 

（守秘義務） 

第１９条 この契約に関し、甲及び乙が相互に知り得た秘密に属する事項に関しては、双

方同意を得なければ、これを第三者に提供してはならない。ただし、法令等に基づき開

示することが求められた事項についてはこの限りでない。 



（損害賠償） 

第２０条 乙は、第１２条第２項から第４項までの規定によるもののほかこの契約に定め

る義務を履行しないことにより甲に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損

害賠償として甲に支払わなければならない。 

 （費用の負担） 

第２１条 この契約の締結に要する費用並びに所有権移転登記及び買戻し特約登記に要す

る費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第２２条 この契約に関する訴えは、名古屋地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所

とする。 

（疑義の決定） 

第２３条 この契約に関し疑義を生じた事項又はこの契約に定めのない事項については、

甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、双方記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

令和○年○月○日 

     甲  名古屋市港区港町１番１１号 

          名古屋港管理組合 

          名古屋港管理組合管理者  

愛知県知事 大村 秀章  

 

 

     乙   

          



                       

                                           

公有地賃貸借契約書  

 賃貸人名古屋港管理組合（以下「甲」という。）と賃借人    株式会社（以下「乙」という。）

とは、次の条項により公有地の賃貸借契約を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（賃貸借物件） 

第２条 甲は、次に掲げる土地（以下「公有地」という。）を乙に賃貸する。 

所   在   地 面     積  摘  要 

東海市新宝町５０７－３７、５０７－５８ １２，１１７．５９㎡ 
別添図面（位置図及び 

平面求積図）のとおり 

（使用目的等） 

第３条 乙は、公有地を次に掲げる目的又は用途に自ら使用しなければならない。 

 

２ 乙は、公有地を前項に掲げる目的又は用途に供するために工作物を設置することができる。 

３ 乙は、前項に掲げる工作物の設置工事に着手しようとするとき及び当該工事が完了したときは、速やかに書面をもって甲にその旨

を届け出なければならない。 

４ 乙は、やむを得ない理由により第２項に掲げる工作物に係る設計又は指定期日を変更する場合は、あらかじめ申請書（詳細な理由、

変更内容等を記載した書面の添付を要する。）を甲に提出し、その書面による承認を受けなければならない。 

（賃貸借期間） 

第４条 本契約による賃貸借期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までとする。 

（賃貸借料） 

第５条 賃貸借料は、月額８６０，３４８円とする。ただし、賃貸借期間の初日又は末日の属する月の賃貸借日数が１カ月未満の場合

には、その月分の賃貸借料は日割計算により算出した額とする。 

（賃貸借料の支払） 

第６条 乙は、賃貸借料を毎年度次に定めるところに従い、甲の発行する納入通知書により、その指定する場所において甲に支払わな

ければならない。ただし、その支払期限が日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

又は１月２日、同月３日若しくは１２月３１日に当たるときは、これらの日の翌日をもってその支払期限とみなす。 

区   分 支 払 期 限 

４ 月 分 ～ ６ 月 分 ４ 月 末 日 

７ 月 分 ～ ９ 月 分 ６ 月 末 日 

1 0 月 分 ～ 1 2 月 分 ９ 月 末 日 

１ 月 分 ～ ３ 月 分 前 年 の 1 2 月 末 日 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は賃貸借期間が１年以上でかつ、年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）ごとの賃貸借料

の額が５千円未満であるときは、年度ごとに一括して支払うことができる。この場合における賃貸借料の納期限は、口座振替によら

ない納付の場合は毎年度５月１０日とし、口座振替による納付の場合は毎年度５月末日とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、賃貸借期間開始後４カ月以内の範囲で甲が別に指定する月分の賃貸借料の支払期限は、別途甲の発行す

る納入通知書により甲が指定する日とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、賃貸借期間が１年未満の場合にあっては、同期間中の賃貸借料を全額一括して支払うものとし、この場

合における賃貸借料の支払期限は、甲の発行する納入通知書により甲が指定する日とする。 

（遅延利息） 

第７条 乙は、賃貸借料を前条に規定する支払期限までに支払わないときは、その翌日から支払の日までの日数に応じ、当該賃貸借料に

対し、年１４．６パーセントの割合で計算した額（1 円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）を、遅延利息として甲に

支払わなければならない（遅延利息が 100 円未満の場合を除く。）。この場合において、年当たりの割合は、閏年の日を含む期間にお

いても、３６５日当たりの割合とする。 

（賃貸借料の改定） 

第８条 甲は、この契約の締結後公有地の時価評価額（公有地又はその近隣地に係る不動産鑑定士による鑑定評価及び港湾利用上の利用

価値等を総合的に勘案して甲が定めた額）に変動があった場合であって、甲の管理に属する名古屋港周辺の他の土地に係る賃貸借料

が改定されたときは、この契約の賃貸借料を改定することができる。 

参考資料２ 



２ 甲は、前項の規定により賃貸借料を改定するときは、改定賃貸借料の額を改定の日から１カ月前までに、書面により乙に通知する。 

（保証金）９条削除 

第９条 乙は、本契約に基づく一切の債務を保証するため、本契約締結時までに、保証金として、金000,000円を甲に納付しなければな

らない。ただし、既納保証金については承継させるものとする。 

２ 前項の規定による保証金の納付の期日及び場所は、甲が別に指定するところによるものとする。 

３ 保証金は、現金又は銀行保証小切手（銀行が支払保証をした小切手又は銀行の自己宛小切手）により納めるものとする。 

４ 乙は、賃貸借料等の債務が遅滞となっている場合において、保証金をもってこれに充当するよう甲に請求することができない。 

５ 保証金は、賃貸借期間満了後又は第２０条第１項若しくは第２１条第１項の規定に基づく本契約解除の日後乙が公有地を原状に回

復して返還したとき、甲は、乙の請求によりこれを還付する。ただし、乙が甲に支払うべき債務が残存しているときは、当該債務を差

し引いて還付するものとし、乙はこれに対して異議を申し立てることができない。 

６ 保証金には利息をつけない。  

（公有地の引渡し） 

第１０条 甲は、第４条に規定する賃貸借期間開始の日に、公有地を現状のまま乙に引き渡すものとする。 

（契約不適合責任等） 

第１１条 乙は、法令、甲が定める条例、規則等及び本契約の他の条項にかかわらず、引き渡された公有地が契約の内容に適合しないこ

とを理由として、履行の追完の請求、貸付料及び保証金の減額の請求、損害賠償の請求並びに契約の解除をすることはできない。 

２ 本契約締結後、公有地の面積に過不足があることが認められ、正当な面積が確定したときは、当該確定した面積をもって第２条に規

定する公有地の面積とする。この場合において、乙が、甲に対し既に支払又は納付をした賃貸借料及び保証金については、これを精算

しないものとし、当該確定した日以後乙が甲に対し支払又は納付をする賃貸借料及び保証金については、当該確定した面積に対応して

算出した額とする。 

（使用上の制限） 

第１２条 乙は、第３条に規定する場合のほか、公有地に新たに工作物を設置し、若しくは、既設の工作物等に対して増改築、修繕、模

様替えをし、又は第３条に規定する使用の目的若しくは用途を変更してはならない。ただし、事前に申請書を甲に提出しその書面によ

る承認を受けた場合はこの限りでない。 

２ 前項の規定は、甲の承認を得て設置した工作物の増改築、修繕、模様替え等及び甲が変更を承認した公有地の使用の目的又は用途の

再変更をしようとする場合に準用する。 

３ 乙は、第１項ただし書の承認に係る行為に着手しようとするとき及び当該工事を完了したときは、速やかに甲にその旨を書面により

届け出なければならない。 

（権利譲渡等の禁止） 

第１３条 乙は、公有地の賃借権を第三者に譲渡し、又は公有地を第三者に転貸してはならない。ただし、あらかじめ詳細な理由等を付

した申請書を甲に提出し、その書面による承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 乙は、公有地に設置した工作物を第三者に譲渡又は貸し付けてはならない。ただし、あらかじめ詳細な理由等を付した申請書を甲に

提出し、その書面による承認を受けた場合は、この限りでない。 

３ 乙は、公有地及び公有地に設置した工作物について、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等に指定

されているものの事務所その他これらに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながらその権利を第三者に移

転し、若しくは貸してはならない。 

（実地調査等） 

第１４条 甲は、公有地の管理その他港湾の管理上必要があると認めるときは、公有地に立ち入って必要な調査をし、又は乙に対し参考

となる資料の提出若しくは報告を求めることができる。この場合において、乙は、甲の当該調査等を拒み、又は妨げてはならない。 

（善管注意義務及び公害等の防止） 

第１５条 乙は、公有地を善良な管理者の注意をもって維持するとともに、公有地の使用に当たっては、公害その他により公共の危険を

生じないよう十分に注意を払い、これを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項に定める公共の危険が発生したときは、乙の責任において解決しなければならない。なお、判決その他により甲がその責めを負

った場合は、甲は、その金額について乙に対し求償権を行使することができる。 

（通知義務） 

第１６条 乙は、次の各号の一に該当するときは、速やかに書面をもって甲にその旨を通知し、その指示に従わなければならない。 

（１）公有地上の工作物が滅失又は撤去されたとき。 

（２）乙の氏名、商号、住所等に変更のあったとき（法人の場合にあっては代表者の変更を含む。）。 

（３）相続又は会社が合併したとき。 

（４）その他公有地の使用に関し、不測の事態が発生したとき。 

２ 乙は、公有地又は公有地と一体の敷地として利用する、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第３条に規定する有害物質使用

特定施設を設置又は廃止する場合は、あらかじめ書面をもって甲に通知しなければならない。 

（土壌汚染の把握） 

第１７条 乙は、公有地の使用者として、土壌汚染の把握に努め、土壌汚染が判明した場合は、人に健康の被害が生じないように措置を



講じなければならない。 

（土壌汚染状況調査） 

第１８条 乙は、有害物質使用特定施設を廃止した場合又は土壌汚染対策法第３条第３項の通知が甲に対してあった場合、土壌汚染状況

調査を、甲の指定する期日までに、乙の負担において行わなければならない。 

（違約金） 

第１９条 甲は、乙が第３条、第１２条及び第１３条の規定に違反し、甲において、甲乙間の信頼関係が破壊されたと認めるときは、違

約金として、賃貸借料月額の３カ月分相当額を乙に請求することができる。 

２ 前項の違約金は、第２５条に規定する損害賠償の予定又はその一部と解釈しないものとする。 

（解除権の留保） 

第２０条 甲は、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１）甲において、公有地を公用又は公共の用に供する必要が生じたとき。 

（２）乙が、本契約に定める義務に違反したとき。 

（３）乙が、破産したとき。 

２ 甲は、前項第１号の規定に基づき本契約を解除するときに限り、乙に対し通常生じる損失を補償するものとする。 

（暴力団関連事業者の排除） 

第２１条 甲は警察からの通知等により、乙が次の各号の一に該当すると判明したときは、何らの催告を要せずして、本契約を解除する

ことができる。 

（１）役員等に暴力団員等（暴力団の構成員及び暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行なう

者をいう。以下同じ。）がいるとき。 

 （２）暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

 （３）役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利

用するなどしているとき。 

 （４）役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資

金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているとき。 

 （５）役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 （６）役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしているとき。 

 （７）役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等から、甲が行う契約等において妨害（不法な行為等で、契約等履行の障害となるも

のをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又

はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けたことを認識していたにもかか

わらず、甲への報告又は警察への被害届の提出を故意に又は正当な理由がなく行なわなかったとき。 

２ 乙は、甲が前項の規定に基づき本契約の解除をするに際し、損失補償を含む一切の金銭的請求をすることができない。 

（公有地の返還） 

第２２条 乙は、第４条に規定する賃貸借期間が満了したとき、又は前２条の規定により本契約が解除されたときは、自己の費用をも

って甲の指定する期日までに公有地を原状に回復し、甲に返還しなければならない。 

２ 乙が前項の義務を履行しないときは、甲は、乙に代わってこれを行い、又は第三者をしてこれを行わせ、これに要した費用について

は乙に負担させるものとする。 

３ 原状に回復するとは、有害物質使用特定施設の敷地として利用した場合又は乙の使用に起因し土壌汚染があった場合、乙の費用及び

責任により、土壌汚染部分について法令上要求される対策を講じ、土壌汚染がないこと甲に対し保証することを含む。 

４ 第１項の規定にかかわらず、甲の書面による承認があったときは、乙は現状において返還することを妨げない。 

（既納の賃貸借料） 

第２３条 甲は、第２０条第１項第１号の規定に基づき本契約を解除したときを除き、既納の賃貸借料を返還しない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第２４条 乙は、公有地に投じた有益費又は必要費があっても、これを甲に対し請求しないものとする。 

（損害賠償） 

第２５条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を乙に請求することができる。 

（契約の費用） 

第２６条 本契約に要する費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第２７条 本契約から生ずる一切の法律上の争訟については、甲の所在地を管轄する裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（疑義等の解決） 

第２８条 本契約に関して疑義のあるとき、又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議して定めるものとする。 

  



 

本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

令和 年 月 日 

 

 

 

 

甲 名古屋市港区港町１番１１号 

  名古屋港管理組合 

 名古屋港管理組合管理者   

                             愛知県知事 大村 秀明 
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別紙 

 

１ 賃貸借料の算式（第５条関係） 

 

  賃貸借料月額 ＝ １平方メートル当たりの公有地の時価評価額 × ４／１０００ × 公有地面積 

 

（備考） 

 公有地面積に１平方メートル未満の端数があるときは、その端数は１平方メートルとして計算する。 

 

 

２ 保証金料率表（第9条関係） 

要            件 保 証 金 の 額 

建物関係 

 

 新築若しくは建替え（改築）又は増築、大規模の修

繕若しくは大規模の模様替え（右欄において「新築等」

という。）をする場合 

 

 １平方メートル当たりの公有地の時価評価額×公有

地面積（新築等をした建物に係る建築面積を公有地に係

る建ぺい率で除して得られた面積とする。）×３５／１

００の額 

 

構築物関係 

 

 新たに構築物を設置する場合 

 

 １平方メートル当たりの公有地の時価評価額×当該

構築物の投影面積（基礎部分その他地下埋設部分を含

む。）×２５／１００の額 

 

備考 ① この表において「新築等をした建物に係る建築面積」とは、新築若しくは建替え（改築）又は増築の場合は、当該部分の

建築面積をいい、大規模の修繕若しくは大規模の模様替えの場合は、当該建物全体の建築面積をいう。 

        ② 保証金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる。 
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これら以外のポールライト、ハンドホール等は撤去済












